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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本博士論文『大都市中小企業と産業集積』では、大都市産業集積が果たしてきた役割を地域雇用や
基盤的技術、技能などの観点から再評価し、その上で縮小期にある産業集積が直面する問題について、
政策的課題を提示している。 
産業集積は地域経済や地域企業の競争力を高める基盤であると考えられている。専門化した工程を
柔軟に組織する分業関係、産業集積を技術面で支える基盤的技術の存在、多様な企業が集積すること
によるイノベーションの創出活動など、産業集積の機能は多様である。特に、大都市圏ではこうした
産業集積の機能がより集中することにより、競争力や創造活動が強化され、それがさらに都市成長の
原動力ともなっていた。しかし、大都市圏産業集積は 1980 年代以降、地方に製造業拠点が移転する
ことにより量的に規模が縮小し、1990 年代の不況期には製造業の海外移転もあいまって、一層の縮
小に拍車がかかることになった。産業集積の縮小は、地域企業の廃業の増加や基盤的技術の減少など
の量的な問題のみならず、地域雇用機会の減少やフルセット型分業システムの終焉などの質的な問題
も生じさせている。 
 このように経済環境が変化してきた中で、大都市の中小企業はどのような歩みを辿ってきたのか、
地域雇用、基盤的技術、技能の３点に注目し、産業集積の役割を改めて問い直している。構成は次の
通りである。 
 
 はじめに 
 序 章 大都市中小企業と産業集積を捉える視点―産業集積研究のレビュー― 
 第１章 産業集積における多様性と成長 
 第２章 大阪市製造業における創業と廃業 
 第３章 大都市小零細工業における技能形成と継承 
 第４章 中小企業の基盤的技術と技能継承問題 
 第５章 自治体産業振興と大都市における地域産業政策 
 終 章 大都市中小企業と産業集積へのインプリケーション 
 
以上、本論は５章から構成される。特に、第２章と第３章は、大阪市の中小企業についての調査研
究に基づいている。大阪市工業を対象として、産業集積における創業・廃業メカニズムと技能形成・
継承メカニズムを詳細に描き出している。高度成長期には、大阪市を対象とした中小企業研究、地域
産業研究は多くみられたが、最近ではほとんどなされていない。第２章と第３章は、大阪市の地域産
業研究としても位置付けられるよう、意識して書いたつもりである。 
このような調査に基づいた実証分析から産業集積が果たしてきた役割を再評価し、縮小期にある産
業集積の現状から課題を抽出した上で、第４章と第５章の政策分析へとつなげていく。終章では、産
業集積の拡大・形成期から縮小・成熟期にかけて、生産様式や分業形態が変化することにより、産業
集積内部でどのような機能的な変化が生じたのか、本論をもとに、特に地域雇用や基盤的技術につい
て検討している。雇用や技術面などから、大都市中小企業が果たしてきた役割に注目した論文である。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 産業集積や産業クラスターに関する研究は、中小企業論や産業立地論において古くから蓄積がある。
1980 年代後半以降、ピオリとセーブルの『第二の産業分水嶺』（原著 1984 年）などの影響から社会
科学の様々な分野からの研究が活発になってきた。日本においても欧米の研究の影響を受け、産業集
積研究が「再活性化」しているが、日本の集積地域の多くは、現実には「縮小」の様相を示している。 
 産業集積がもたらす効果は、分業関係の効率化と柔軟化、基盤的技術の形成と継承、地域労働市場
の編成、組織間関係を通じたイノベーションなど多様である。本論文では、序章・終章を含めると七
つの章からなり、雇用、基盤的技術、技能に特に焦点をあてて考察が行われている。 
 序章「大都市中小企業と産業集積を捉える視点」の前半では、欧米に源を発する近年の産業集積研
究をレビューしている。後半では、日本の大都市の中小企業集積や近年の産業クラスターに関する研
究をレビューし、大都市中小企業研究の課題を提示している。 
 第 1 章「産業集積における多様性と成長」では、産業集積地区における業種構成の多様度と構成
変化や雇用成長との関連を明らかにするため、『工業統計表 工業地区編』のデータを用いて統計分
析を行っている。地区の多様度と業種構成の変化には負の関係がみられること、1980 年代には成長
産業を有していれば雇用成長も生まれるという知見が得られたが、1990 年代にはそのような傾向が
みられないことなどが示されている。本章は、大都市圏に位置する工業地区が、業種多様度は高いが
雇用成長は小さいという、後章の議論につながる状況を明らかにしている。 
 第 2 章「大阪市製造業における創業と廃業」では、関心が持たれているものの、具体的研究は数
少ない創業や廃業について取り組んでいる。本章では、全数調査として極めて貴重な「大阪市製造業
実態調査」（2002 年度実施）のデータを活用し、創業と廃業に関する分析を行っている。創業や代替
わりに関するデータから廃業予定企業の属性が明らかになっている。廃業予定企業は高度経済成長期
に創業した企業が多いことから、当時の文献や統計をもとに、歴史特殊的な就業構造がみられ、労働
力不足下で増加した小零細企業が、廃業予定企業の多くであることが明らかにされている。 
 第 3 章「大都市小零細工業における技能形成と継承」では、小零細企業が持つ基盤的技術や技能
に焦点をあて、ナニワ企業団地での実態調査により、多品種少量加工型工場での技能形成と継承を検
討している。アンケートと実態調査にもとづき、熟練技能者に求められている能力として作業に直接
関わる部分だけでなく加工前の準備作業など広義のノウハウが重視されていること、手工的万能熟練
の性質が残るなかでの世代間の相互作用の仕組み、などが明らかにされている。 
 第 4 章「中小企業の基盤的技術と技能継承問題」は、第 3 章を補完する役割を持ち、「2007 年問
題」と絡んで実施された技能形成に関する各種調査や政策の展開を紹介し検討することによって、技
能継承に絡む諸問題が明らかにされている。 
 第 5 章「自治体産業振興と大都市における地域産業政策」では、全国自治体へのアンケート調査
と大都市圏の自治体へのケーススタディにより、自治体産業振興策をめぐる自治体の対応や能力の差
異、施策上のジレンマが明らかにされている。先進事例として東京都墨田区と大阪府八尾市の事例を
とりあげ、選択と集中により地域ニーズに応じた振興策が展開できる条件を示している。近年、自治
体において産業振興策は活発になっている。個別の政策を検討し論評するのではなく、統一的観点か
ら比較検討することによって、大都市における産業振興策の特色と問題点が明らかにされている。 
 終章「大都市中小企業と産業集積へのインプリケーション」では、前章までの研究結果をまとめる
とともに近年の産業振興関連政策への含意が論じられている。 
 冒頭で述べたように、産業集積に関しては、多様な側面について様々な専門分野の切り口を通して
研究を行うことが可能である。本論文は、特定の切り口のみが強く意識されているわけではないが、
研究ブームとは裏腹に「縮小」している日本の集積地域の動向を的確に見定め、政策への含意を意識
しつつ、日本の大都市産業集積が有してきた基盤的技術を軸に、既存研究では重要性を認識されつつ
も掘り下げられなかった創業、廃業、技能継承などといった事項について、オリジナルな調査や貴重
なデータを踏まえて研究したことの意義は大きい。博士学位を授与するに値する論文であると判断す
る。 
 
 
 
